
団体名 業種名 事業名 施設名

小美玉市 下水道事業 農業集落排水施設 ー

現行の経営
体制を継続指定管理者

制度
包括的
民間委託

PPP/PFI方式
の活用

地方独立行政法
人への移行

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

広域化等
民間活用

抜本的な改革に取り組まず、現行の経営体制・手法を継続する理由及び現在の経営状況・経営戦略等における
中長期的な将来見通しを踏まえた、今後の経営改革の方向性

令和６年４月より公営企業会計に移行予定であり、今後の経営体制・手法の取組については公営企業会計移行後の決算
や施設維持管理等、経営状況を踏まえ検討を行っていく。

●

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（令和3年3月31日時点）

実施状況

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（令和3年3月31日時点）

実施状況

現行の経営体制・手法を継続する理由、今後の方向性



団体名 業種名 事業名 施設名

小美玉市 下水道事業 特定地域排水処理施設 ー

現行の経営
体制を継続指定管理者

制度
包括的
民間委託

PPP/PFI方式
の活用

地方独立行政法
人への移行

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

広域化等
民間活用

抜本的な改革に取り組まず、現行の経営体制・手法を継続する理由及び現在の経営状況・経営戦略等における
中長期的な将来見通しを踏まえた、今後の経営改革の方向性

令和６年４月より公営企業会計に移行予定であり、今後の経営体制・手法の取組については公営企業会計移行後の決算
や施設維持管理等、経営状況を踏まえ検討を行っていく。

●

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（令和3年3月31日時点）

実施状況

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（令和3年3月31日時点）

実施状況

現行の経営体制・手法を継続する理由、今後の方向性



団体名 業種名 事業名 施設名

小美玉市 下水道事業 特定環境保全公共下水道 ー

現行の経営
体制を継続指定管理者

制度
包括的
民間委託

PPP/PFI方式
の活用

地方独立行政法
人への移行

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

広域化等
民間活用

●

抜本的な改革に取り組まず、現行の経営体制・手法を継続する理由及び現在の経営状況・経営戦略等における
中長期的な将来見通しを踏まえた、今後の経営改革の方向性

令和2年度4月から法非適用から法適用に（特別会計から公営企業会計へ）大きく経営状態が変化した。今後の経営体制・
手法の取組については、公営企業会計移行後の決算や下水道整備、施設維持費用等、経営状況を踏まえ、引き続き検討
を行っている。

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（令和3年3月31日時点）

実施状況

現行の経営体制・手法を継続する理由、今後の方向性



団体名 業種名 事業名 施設名

小美玉市 下水道事業 公共下水道 ー

現行の経営
体制を継続指定管理者

制度
包括的
民間委託

PPP/PFI方式
の活用

地方独立行政法
人への移行

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

広域化等
民間活用

●

抜本的な改革に取り組まず、現行の経営体制・手法を継続する理由及び現在の経営状況・経営戦略等における
中長期的な将来見通しを踏まえた、今後の経営改革の方向性

令和2年度4月から法非適用から法適用に（特別会計から公営企業会計へ）大きく経営状態が変化した。今後の経営体制・
手法の取組については、公営企業会計移行後の決算や下水道整備、施設維持費用等、経営状況を踏まえ、引き続き検討
を行っている。

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（令和3年3月31日時点）

実施状況

現行の経営体制・手法を継続する理由、今後の方向性



（実施類型） （取組の概要及び効果） （実施（予定）時期）

（取組の概要） （検討状況・課題）

団体名 業種名 事業名 施設名

小美玉市 水道事業 ― ー

現行の経営
体制を継続指定管理者

制度
包括的
民間委託

PPP/PFI方式
の活用

地方独立行政法
人への移行

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

広域化等
民間活用

●

取組事項 （水道事業）広域化等

実施済
経営統合

施設の
共同設置・利用

実施予定

施設管理の
共同化

管理の一体化

年 月 日

検討中 ●

市内に複数の水道事業体によ
る料金格差の改善や長期的に
水需要の安定化を図っていくた
めの水道施設等の更新計画や
経営基盤強化を図るために地
域事業体との情報交換を行っ
ている

本格的な検討までは至っていないが水道料金等の格差是正，
運用システム等の統一化に向けた検討など，広域化等への事
業統合形態や枠組みなどに向けた課題があるため，県とも連
携し検討を継続していく

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（令和3年3月31日時点）

実施状況

抜本的な改革の取組状況


